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視 点

若者が元気な社会をめざして

21世紀の労働組合のあり方を考える時、どんなイメージの職場を作るのか、どのような自己規律を持っ

た労働者集団を作るのかは重要な課題となるだろう。その意味で、次世紀を担う青少年がどのような教

育の現状にあり、そこから何を学び取るかを検討することは意味があると思われる。

教育に関するニュースといえば、元気の出ないニュースが多い。「普通」の子が突然キレルことが話題

となって、｢うちの子に限って｣という望みははかなく消えていき、同時に小中学生による犯罪の低年齢

化が話題となった。いじめもまた、依然として存在しつづけている。いま、マスコミの耳目を集めてい

るのは、「学級崩壊」だ。数年前から、小学校で子どもたちが、授業中突然遊び始めたり、教室を出て

いったり、暴力を振るうなどの行為が担任の頭を悩ましている、と囁かれていた。当然教師のいう事な

ど聞きはしない。こうした担任一人では手におえない事例が、大都市周辺から次第に全国に広がってき

た。最近、こういった現象は、「学級崩壊」と呼ばれるようになり、あらためて学校や教育現場の現状

が明らかにされつつある。家庭、地域、生活環境、価値観などあらゆるものが、懐疑的に揺れ動いてい

る時代にあって、教育や学校、子どもたちもまた例外ではありえない。大人の自信のなさが、子どもへ

の統制力を弱めているのは確かである。すべての大人が自分たちの姿勢を振り返ることも必要だ。子ど

ものいうことを理由もなく無視したり、冷淡な態度をとったり、嫌味をいったり、不公正な態度を取っ

たりしたことは誰にでも覚えがある。しかし、とくに、これ以上やってはいけないことには明確な線を

引かない場合、いじめは認知され、暴力は肯定され、弱肉強食の社会が、なんらのセーフティネットの

ないままに出現してしまう。

最近とみに指摘されているのは大学生の学力低下だ。大学入試センターの調査によれば、3人に２人が基

礎学力不足で、授業に戸惑いを見せていると言う。「意欲の低下、論理的思考力、表現力不足」が目立
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ち、そのため高校以下の教育でこれら「基礎的な能力」を身につけさせる事が肝要だと大学側では言っ

ている。

戦後の日本の経済成長を支えたのは、日本の教育にあったといわれてきた。とりわけ初等中等教育は国

際的にも高い水準にあったことが各種のデータで示されてきた。ところが、「会社の格付け」ではない

が、国際比較において、それも怪しくなってきている。すでに、数学の平均点の低さは、OECD加盟国の

中で最下位に近いところに位置している。計算問題の正答率の高さで、ある程度の水準を保っていたの

だが、応用問題は平均点が低いばかりでなく、白紙解答の多さが問題にされている。基礎教育の入門期

である小学校でも、学力低下が語られはじめている。「勉強したくない。人の話しを聞いたり、考える

のが面倒くさい。何かやるのがおっくうだ。」という現象は大学生のそれと変わるところがない。 

経済成長が進学率を高めた事はいうまでもない。問題なのは、同時に受験が、子どもの持つ個々の能力

を押しつぶすほどに大きくのしかかり、受験中心の学校生活が生活の大半を占め、ゆとりを奪っていっ

たことである。加えて、少子化による親の子どもへの過度の干渉が、二重のプレッシャーとなっておお

いかぶさってくる。親たちの職業生活も、行政改革やらリストラやらで無駄を省くということに支配さ

れている。豊かさの代償は、子どもの塾やお稽古事につぎ込まれ、反比例して子どもは時間を失ってし

まった。

高校や大学には「偏差値」という看板がすべての学校をランク付けしており、一人一人の適性よりラン

キング表が進路決定の優先事項となった。高卒の職業選択者でもこの構造は変わらない。かつて、偏差

値を商品とするテスト業者を表面上学校から締め出したが、その後、受験競争が緩和されたということ

は聞かない。

教育の中心に受験競争があるという日本の教育のフレームは依然として崩れてはいない。フレームが強

固な分だけ、風穴をあけることは可能になる。個性化教育と銘うって、淀んだ教育に流れを作ろうとさ

まざまなタイプの高校が風穴のようにつくられた。しかし、こうした試みが当初の理念の方向には進ま

ず、別のいわゆる偏差値上の新名門校になりつつある。中高一貫校も受験に低年齢化と早期エリート選

抜の危惧には答えないままに出発した。

キャッチアップが終わった後の教育は、独創的な人間が生まれるシステムに変えなければという一部の

科学者や経営者の期待は、教育に「自由化」や「エリート化」を推し進める事に役立つにしても、それ
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は一層、教育の市場化をおしすすめることになる。教育が本来持っているセーフティネットの側面を無

視した競争原理の導入が、学力低下に効き目のある妙薬になるとは考えにくい。課題を先送りして、声

の大きいところだけ手直しをする、そうした日本の経済政策のあり方に多くの識者が危惧の声をあげて

いるが、教育にとっても同様なことがいえるのではなかろうか。

日本より受験競争が過熱しているといわれている韓国で、昨年10月「大学入試制度改善案」が教育省か

ら提案された。2002年には大学入試で学力試験を廃止し、大学就学能力試験を経て、無試験選考制を採

択するという。 

｢子どもたちが入試偏重のくびきから解放され、21世紀を力いっぱい準備できるよう、国民の力を結集し

よう｣というメッセージで始まるこの提案は、教育省が改革を行うにあたって、直接国民に訴えるという

手法もさりながら、「入試偏重の教育から脱皮するのは不可能であるという固定観念から脱皮し、｢優

秀｣な生徒の概念まで変える価値観の変化を要請している点が注目される。

学力低下の一因に、少子化による競争のゆるみがあると指摘する声もある。しかし、このまま、個性化

という隠れみのの中で、安易に競争の原理に個々の能力の発展を委ねていくとすれば、能力の発揮する

場を持たないまま市場の競争に破れていく多くの若者の出現を生み出す事になるだろう。受験競争を日

本の教育のフレームにしたままで、学力の低下が避けられるのだろうか。

現代日本の若者は、いままで日本人の特性といわれてきた横並び意識や、他人の目を気にする態度から

抜け出し、自分が思った行動に積極的であるというプラスの面ももっている。若者が元気な社会は発展

するが、若者が元気を失えば、その社会の活力はおとろえていく。

次世紀の「個人尊重・社会連帯」型社会に向けて、「理念の明らかな改革」を共通の課題として、学校

だけでなく企業、労働組合等の社会的組織が発言していくことは、労働組合自らにとっても、大切な課

題ではないだろうか。

ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー

http://www.rengo-soken.or.jp/index.htm
http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no128/dio.htm
http://www.rengo-soken.or.jp/dio/menu.htm


寄稿

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no128/kikou.htm[2008/10/07 9:38:27]

ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー

寄 稿

環境時代における「持続可能な森林経営」

森林労連中央執行委員長 吾 妻 實

はじめに

21世紀を目前に控え環境問題が国際的にも大きな比重を増し、単に国内事情にとどまらない問題として

急浮上している。

地球温暖化防止の2000年以降の取り組みについては、1997年12月に京都で開催された「気候変動枠組条

約」において、各国の温室効果ガス削減目標を定めた「京都議定書」が採択され、また昨年11月にはブ

イノスアイレスでの第4回締結国会議（ＣＯＰ4）において、当議定書の実施にむけての問題及び、その

解決のための作業計画が設定されるなど、森林等の二酸化炭素吸収源に係わる取り扱いが国際問題に

なって来ている。

この様な国際情勢の下で、あらためて森林の役割、および林業活動とその方向づけが問われ、少なくと

も森林国であり、木材消費・木材輸入大国である我が国にあって、国民的無関心ではすまない重要課題

になっている。

森林・木材の役割

言うまでもなく、我が国の森林面積は国土総面積の67％を占め、フィンランド、スウェーデンにつぐ

「森林国」であり、豊かな緑につつまれた国土の保全（山地崩壊・土石流防止等）、水資源のかん養

（緑のダム）、大気の浄化、動植物の生息等「生物の多様性」を有し、森林を舞台としたレク・レ

ジャー等、「森林教育・文化」（年間、森林への入山者約2億人）等々、国民生活にとってかけがえのな
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い「公益的機能」役割を果たしている。

特に昨今、国際的にも注目を集めているのは森林が光合成により二酸化炭素を吸収・固定化し、地球温

暖化防止に重要な役割を果たしている点だ。我が国の森林が年間約1億トンの二酸化炭素の吸収（国内の

自家用乗用車の排気ガスの7割に相当）・固定し、かつ我が国の森林が放出する酸素の量は年間7,300万

トンで、日本国民が年間吸収する量の2倍（2.6億人分）に相当すると言われている。

まさに人類の「生命源」であり、かけがえのない資源でもある。

しかも、この森林が「木材」等を生産し、戦後の住宅建設等の復興に貢献し、また1960年代以降の高度

経済成長の下支えとして世界に冠する「木の文化」、やすらぎをもたらす「住文化」の歴史を形成した

だけではなく、将来にわたり炭素を固定する役割を演じて来た。

森林がかかえる問題

この様に、人と環境にやさしい森林・木材であり、国民生活にかけがえのない資源として社会に貢献し

ているにもかかわらず「森林を守り育てる」事についての関心はいたって冷淡であり、山村住民・林業

労働者まかせにとどまっている。

森林及び木材は「再生可能な資源」であり、この森林の役割、多面的機能を永続させ、次世代にひきつ

ぐためには、たえず森林にかかわり造成・改良を加え、健全かつ良好な資源として維持しなければなら

ない。

一部、都市市民が主張する様な「自然のまま…」、「一切手を加えるな…」方式では、世界に類例をみ

ない急峻な山岳林で、また台風等自然・気象条件のきびしい我が国の森林は守れず、劣化・荒廃を招く

だけである。また、地球温暖化防止、環境保全は一国のみで完結できるものではない。

ヨーロッパ（ドイツの黒い森等）における酸性雨による森林被害は他国の二酸化炭素の飛散によるもの

もあり、かつ、森林・林業分野以外の重化学工業がもたらした廃ガス公害の好例である。我が国は前途

のとおり「木の文化国」であり年間約1.1億m3の木材を消費している。

しかし、このうち八割強は外国産の木材（外材）であり、かつてはアジアの熱帯林を産地とする輸入材

であった時代から、今や全世界の森林からの輸入材に依存し、国際的に「木喰い虫」、「環境破壊」の

酷評を招いている。

自国の森林を保存しつつ、海外の森林資源を手あたり次第に伐りまくって輸入している行為は「炭素輸

入国」の汚名そのものである。
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我が国の森林（立木）の成長量は年間約7,000万m3でありながら、実際は約2,300万m3の伐採（供給

量）にとどまり、成長量と伐採量との間に大きなかい離がある一方で、輸入外材量と年間成長量とが近

似値であることが分かる。

この背景には、外材が安く入荷でき、品揃えが豊富であるなど、コスト面で外材が圧倒的に有利な条件

にあるだけでなく、我が国は輸入丸太については「無関税」、国境措置が講じられていない事にある。

まして、我が国の森林の所有別区分では民有林（公有林・私有林）が全森林の約7割を占め、特に私有林

の大宗は1ha未満であって、経済活動の変化に機敏に対応できず、国有林同様、赤字経営を余儀なくされ

ている。

森林管理・経営は長年月を要し、木を植えてから収穫（製品）までには、50年～70年以上を要す。製造

物・農作物の様に、短期・単年度で製品の姿を変え、経済・市況「国民のニーズの変化」に対応できな

い「宿命」を背負っていることを忘れてはならない。

森林の育成に人手と資金を

この様な、他産業にみられない構造上の問題は、森林所有者の「自助努力」を期待しても全く効果をあ

げ得ない。

森林資源は再生可能な資源である。自国の森林を造成し適切に維持・管理・利用する事を通じ、森林が

良好かつ公益的な環境資源として提供されるとともに、木材として経済財・炭素固定財として永続的に

国民に寄与する事が可能になる。

地球的規模で温暖化防止の役割を担う必要上からも、幅広く国内森林・林業の振興を図り、継続してあ

らたな森林を造成し、その維持・管理をするとともに、自国で木材を利用する事が必要だ。

21世紀は循環型社会形成、地球温暖化防止が不可避の時代であり、外材への依存や、他製造業と同様な

「経済合理性」重視の視点での森林対策には限界がある。

「自然との共生」は、森林の公益的価値観に相応した、国民全体の理解と、財政を含めた森林育成・管

理を行う上流・山村の森林所有者への支援措置があってはじめて「持続可能な森林管理」が可能であ

る。永続的に森林からの恵みを享受するための環境時代に対応した国民的責務でもある。

もはや、木材は輸入できても「環境まで輸入できない」事を肝に銘ずる必要がある。
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報 告

今後の経済・雇用を考える

正念場にきた雇用・失業問題

─労働組合本来の力の発揮を─

（財）連合総合生活開発研究所

1. 悪化する雇用・失業状態

6月1日に公表された本年4月の雇用・失業統計の数字によると、有効求人倍率は0.48倍と史上最悪（男性

の失業率は5.0％）。完全失業者は342万人と300万人の壁を3月に続いて越えている。これは前年に対し

て50万人（前年4月290万人）の失業増である。また失業率は、前月と同じの4.8％と5％台に近づいたま

まである。いずれも戦後最悪の水準である。昨年1月時点での失業率が3.5％であったのに、現在はそれ

よりも1.3％ポイントも悪化。殊に金融危機がいったん小康状態に入ってきたこの1月以降の悪化のテン

ポが早いことが気になる。この間、2月には日本の失業率は、株価指数1万ドルを越え好景気を続けてい

るアメリカの失業率が4.2％と急低下してきた動きと交差している。

失業の中身をみるとその内容はかってなく深刻化している。

第一には企業倒産やリストラに伴う「非自発的離職者」が昨年末以降は100万人の大台に乗せ115万人と

なっている（図表１）。これまでは核となる中高年労働者の雇用に手をつけることは経営者としては

「最後の最後の手」といわれながら、実際にはすでに企業主導で雇用調整が進められはじめられている

可能性を示唆している。

第二には男子中高年層が中心となる世帯主失業率が上がり3.4％と過去最悪の水準となっている。45～54



報告

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no128/houkoku.htm[2008/10/07 9:38:31]

歳男子の失業者は前年同月の1.5倍以上に急増している（図表2）。

第三にこの中高年層をはじめとして、失業期間の長いものが目立ってきたということである（図表3）。

労働力特別調査（2月時点調査）によると、そのときの失業者のうち一年以上失業していた人は70万人に

上り、失業者全体に対する比率ももっとも高いものとなり、ことに男性の失業の長期化が目立ってい

る。第四にこの調査は雇用形態別の雇用者総数も調べているが、正社員総数は前年に対して106万人も減

り、3,688万人となっている（図表4）。第五に、雇用総数の減少を産業別にみれば、製造業での低下が

目立ち、総雇用数の減少60万人は大半が製造業のリストラによるものといえる。加えて最近ではこれま

で伸びてきたサービス業での伸びどまりがある。そして第六には、企業規模別にはこの二年の景気後退

全体の雇用の特徴として中小零細企業分野の減少幅が大きく、これまた製造業で目立つということであ

る。今回の景気後退が、金融・証券・不動産分野にとどまらずこれまで日本経済の健全さを代表してき

た製造業に、もっとも厳しいものとなっていることを示している。

２. 先行き不透明な経済と悪化続く雇用

───リスクのいっそうのしわ寄せ懸念

1990年代の長期不況の中でも雇用者総数、就業者総数は少しずつふえてきていたがこれもこの２年間で

事態は一変。雇用者総数はピークの２年少し前に対して100万人、自営業を含む就業者総数では180万人

も減少している。長らく忘れ去られていた市場経済の負の亡霊である「失業」が日本社会を襲いつつあ

る可能性がある。

この最大の要因は明白である。近く発表される1998年度のＧＤＰ統計では前年比2.5％程度の大幅なマイ

ナス成長となるものと見込まれ、1997年度のマイナス0.4％に続くマイナスとなろう。新1999年度の政府

経済見通し0.5％も、この4月以降明らかとなってきたように、過去2年で設備投資の最も大幅な落ち込み

を示しつつあることや名目賃金の低下による（図表6）勤労者家計の低迷をみると、まったく楽観しえな

い。民間機関の今年度経済成長見通しの平均はマイナス0.5％となっている。

ＯＥＣＤが５月中旬に公表した「経済展望」は、暦年数字で日本はマイナス0.9％であり、少し前公表さ

れたＩＭＦのマイナス1.4％と共に3年続きのマイナス成長を予想している。政府の最近までの楽観的な
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経済見通しの前提の0.5％が可能性の乏しいものとなるとすれば、雇用失業状態はこのままなんらの本格

的な雇用対策がなされなければさらにジリジリと悪化していくことは不可避である。

1997～98年度の景気後退が、性急な財政カットによるものであり、その後の数次にわたる金融への対策

や総合経済対策を積みましても、今日のように経済の先行きは不透明なままである。財政発動の裏打ち

のあるこの夏までは景気は小康状態を保つものとみられるが、当面次年度財政を左右していく概算要求

を高めに保ち、財政発動の実質的水準を確保していくことなど、「財政面からの景気刺激策の継続」

が、5月下旬のＯＥＣＤ閣僚会議でも日本政府に求められているところである。（連合総研「当面する経

済情勢と経済再生に向けての視点」6月17日）

金融については昨年秋の金融再生法をはじめとして、公的資金の注入、債務保障枠の設定などの合計60

兆円規模を上回る大規模な金融支援策によって、株価の持ち直しにみられまるように小康状態にいった

ん入っている。戦後最悪のマイナス成長下で産業・企業の再編やリストラが進められ、ゼロ成長のもと

でも企業利益を確保できるような体制づくりが進められている。しかし、名目所得の低下や先行き懸念

から国内市場の縮小は続き、それを背景に民間の設備投資意欲は冷え込んでいる。

この局面において、エコノミストやジャーナリズムの一部から、短期的にリストラを進めること、それ

にはこれまでタブーとされてきた安定的雇用を思い切って流動化させることが早道だ、というような、

誤った議論が台頭し、産業界、財界の一部にも影響をひろげつつある。このことをわれわれは強く警戒

すべきである。これまでの基幹労働力である中高年労働者を会社に都合のいいものだけを残して大幅に

削減し、「使い捨て」のきく短期雇用、臨時・アルバイト雇用に置き換えようとする動きが強まろうと

している。経済の先行き不透明な中、この際便乗してリストラを加速し熟練労働者である中高年労働力

をふるいにかけ、短期的収益を確保しようとしている。

いま職場で起ころうとしているのは、雇用を社会的に確保することにつながる労働時間の短縮ではな

く、本職員・本工の労働密度の強化、サービス残業を含む実質労働時間の延長、それと並行する低賃金

の臨時・短期雇用の拡大である。このような各企業レベルのミクロの圧力に対抗できなければ、安定し

た雇用確保と良質な雇用機会の創出を損なうばかりでなくますますミクロ的にデフレを促進することに

なる。
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